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決算取締役会開催日　　平成 18年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有
単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株) 定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 29日

１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨 )

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 28,456 △ 9.4 △ 369 － 83 △ 86.6

17年  3月期 31,395 5.1 656 △ 15.0 621 4.1

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 165 △ 80.3 1.65 － 0.9 0.3 0.3

17年  3月期 843 128.8 7.91 － 4.6 1.9 2.0

(注)①期中平均株式数 18年  3月期   100,636,485 株　　　17年  3月期   100,670,839 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 － －

17年  3月期 2.50 0.00 2.50 251 31.6 1.4

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年  3月期 32,082 18,777 58.5 186.62

17年  3月期 32,550 18,496 56.8 183.30

(注)①期末発行済株式数　18年  3月期    　100,622,467 株　17年  3月期    　100,650,503  株

 　  ②期末自己株式数　　 18年  3月期            180,980 株　17年  3月期            152,944 株

２. 19年  3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 14,100 △ 100 △ 100 0.00 － －

通　 期 30,200 1,000 800 － 2.50 2.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）        7円 95銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える仮定を前提としています。

実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び

業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の連結６ページを参照してください。

１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金

１株当たり株主資本株主資本比率株  主  資　本総  資  産

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益



１． 比 較 貸 借 対 照 表
（単位：百万円：未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額
流動資産 17,725 54.5 % 15,336 47.8 % △ 2,389 
現 金 及 び 預 金 4,661 3,180 △ 1,481 
受 取 手 形 1,406 1,089 △ 317 
売 掛 金 6,891 7,279 388 
製 品 及 び 商 品 1,348 1,407 59 
材 料 293 345 52 
仕 掛 品 746 520 △ 226 
貯 蔵 品 364 345 △ 19 
繰 延 税 金 資 産 369 361 △ 8 
関係会社短期貸付金 793 440 △ 353 
未 収 入 金 819 346 △ 473 
そ の 他 44 38 △ 6 
貸 倒 引 当 金 △ 12 △ 18 △ 6 
固定資産 14,824 45.5 % 16,746 52.2 % 1,922 
（有形固定資産） 3,156)(  (  9.7 %) 3,070)(  (  9.6 %) △ 86)(    
建 物 1,714 1,717 3 
構 築 物 64 57 △ 7 
機 械 及 び 装 置 112 100 △ 12 
車 両 及 び 運 搬 具 5 3 △ 2 
工 具 器 具 及 び 備 品 1,206 1,150 △ 56 
土 地 53 41 △ 12 
（無形固定資産） 1,756)(  (  5.4 %) 2,296)(  (  7.1 %) 540)(  
ソフトウェア・その他 1,756 2,296 540 
（投資その他の資産） 9,911)(  ( 30.4 %) 11,379)(  ( 35.5 %) 1,468)(  
投 資 有 価 証 券 2,017 2,416 399 
関 係 会 社 株 式 5,986 6,691 705 
関係会社長期貸付金 971 1,324 353 
長 期 前 払 費 用 32 19 △ 13 
そ の 他 1,091 1,087 △ 4 
貸 倒 引 当 金 △ 188 △ 159 29 

資産合計 32,550 100.0 % 32,082 100.0 % △ 468 

個別１

資産の部
第96期

H17.3.31現在
第97期

H18.3.31現在
増減



（単位：百万円：未満切捨）

期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額
流動負債 7,704 23.7 % 7,071 22.1 % △ 633 
買 掛 金 2,659 2,954 295 
短 期 借 入 金 780 470 △ 310 
一年以内償還予定社債 872 192 △ 680 
関 係 会 社 短 期 借 入 金 1,132 1,143 11 
未 払 金 267 285 18 
未 払 費 用 924 1,014 90 
未 払 法 人 税 等 67 34 △ 33 
従 業 員 賞 与 引 当 金 485 430 △ 55 
製 品 保 証 引 当 金 203 186 △ 17 
そ の 他 312 359 47 
固定負債 6,348 19.5 % 6,233 19.4 % △ 115 
社 債 320 128 △ 192 
長 期 借 入 金 1,094 624 △ 470 
繰 延 税 金 負 債 476 759 283 
退 職 給 付 引 当 金 4,244 4,611 367 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 213 109 △ 104 

負債合計 14,053 43.2 % 13,304 41.5 % △ 749 

資 本 金 6,025 18.5 % 6,025 18.8 % － 

（資本剰余金） 6,942)(  ( 21.3 %) 6,942)(  ( 21.6 %) －)(  
資 本 準 備 金 6,942 21.3 % 6,942 21.6 % － 

（利益剰余金） 5,008)(  ( 15.4 %) 4,874)(  ( 15.2 %) △ 134)(  
利 益 準 備 金 1,037 3.2 % 1,037 3.2 % － 
任 意 積 立 金 4,284 13.2 % 3,284 10.3 % △ 1,000 
当期未処分利益（△未処理損失） △ 313 △ 1.0 % 553 1.7 % 866 

その他有価証券評価差額金 547 1.7 % 969 3.0 % 422 

自 己 株 式 △ 26 △ 0.1 % △ 34 △ 0.1 % △ 8 
資本合計 18,496 56.8 % 18,777 58.5 % 281 

負債・資本合計 32,550 100.0 % 32,082 100.0 % △ 468 

（注記事項）
期別

科目
関係会社に対する
短期金銭債権 △ 570 
関係会社に対する
長期金銭債権 17 
関係会社に対する
短期金銭債務 29 
有形固定資産の
減価償却累計額 71 
担保提供資産 △ 43 
投資有価証券の消費貸借契約
に基づく貸付有価証券 40 
保証債務残高 △ 15 
受取手形割引残高 △ 6 
商法施行規則第124条第３号
に規定する純資産額 422 

－                    

1,802                 

個別２

11                    

1,313                 1,270                 

5                     
25                    10                    

547                   969                   

1,996                 1,967                 

159                   142                   

負債の部

資本の部

増減
第96期 第97期

H17.3.31現在 H18.3.31現在

40                    

増減

1,232                 

（単位：百万円：未満切捨）
第96期

16,431                16,502                

第97期
H17.3.31現在 H18.3.31現在



２． 比 較 損 益 計 算 書

期別

科目 金額 百分比 金額 百分比
31,395    100.0 % 28,456    100.0 % △ 2,939  
22,710    72.3 % 20,336    71.5 % △ 2,374  
8,028     25.6 % 8,489     29.8 % 461       
656       2.1 % △ 369    △ 1.3 % △ 1,025  
501       1.6 % 813       2.9 % 312       

受 取 利 息 及 び 配 当 金 67        339       272       
為 替 差 益 40        119       79        
不 動 産 賃 貸 収 入 314       297       △ 17     
そ の 他 の 営 業 外 収 益 79        57        △ 22     

536       1.7 % 360       1.3 % △ 176    
支 払 利 息 46        40        △ 6      
不 動 産 賃 貸 費 用 298       270       △ 28     
棚 卸 資 産 処 分 損 112       － △ 112    
そ の 他 の 営 業 外 費 用 78        50        △ 28     

621       2.0 % 83        0.3 % △ 538    
217       0.7 % 168       0.6 % △ 49     

固 定 資 産 売 却 益 3         3         △ 0      
投 資 有 価 証 券 売 却 益 214       165       △ 49     

128       0.4 % 63        0.2 % △ 65     
固 定 資 産 売 却 損 12        6         △ 6      
固 定 資 産 廃 却 損 40        28        △ 12     
投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 1         1         
投 資 有 価 証 券 評 価 損 9         － △ 9      
関 係 会 社 株 式 売 却 損 29        － △ 29     
関 係 会 社 支 援 損 30        20        △ 10     
特 別 退 職 金 6         7         1         

711       2.3 % 188       0.7 % △ 523    
法人税、住民税及び事業税 15        0.1 % 15        0.1 % －        
法 人 税 等 調 整 額 △ 148    △ 0.5 % 7         0.0 % 155       

843       2.7 % 165       0.6 % △ 678    
△ 1,157  387       1,544     
△ 313    553       866       

（注記事項） 関係会社との取引高 （単位：百万円：未満切捨）
期別

科目
△ 299    
△ 1,217  
△ 17     

（単位：百万円：未満切捨）
第96期

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

増減

第97期
自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

売 上 高
仕 入 高

増減自　平成17年４月１日
至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

3,999                 
13,422                

当期未処分利益（△未処理損失）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 高
売 上 原 価

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

個別３

不 動 産 賃 貸 収 入

特 別 利 益

特 別 損 失

前 期 繰 越 利 益 （ △ 損 失 ）
当 期 純 利 益

第96期 第97期
自　平成16年４月１日

税 引 前 当 期 純 利 益

303                   

3,700                 
12,205                
286                   



（単位：百万円：未満切捨）
期別

科目

これを次のとおり処分いたします。

（うち監査役賞与金）

（単位：百万円：未満切捨）
期別

科目

これを次のとおり処分いたします。

４． 売 上 高 内 訳
（単位：百万円：未満切捨）

金額 構成比 金額 構成比
情 報 通 信 部 門 24,057 76.6 % 21,338 75.0 % △ 2,719 △ 11.3 % 
産 業 計 測 部 門 2,829 9.0 % 2,810 9.9 % △ 19 △ 0.7 % 
電子製版機部門 4,509 14.4 % 4,306 15.1 % △ 203 △ 4.5 % 

合計 31,395 100.0 % 28,456 100.0 % △ 2,939 △ 9.4 % 
輸出（内書） 2,500 8.0 % 2,206 7.8 % △ 294 △ 11.8 % 

当 期 未 処 分 利 益 553                                      

313                                      
平成17年6月29日

第96期

第97期
平成18年6月29日

３． 利 益 処 分 案

当 期 未 処 理 損 失

個別４

区分 増減金額 対前期
増減率至　平成17年３月31日 至　平成18年３月31日

自　平成16年４月１日

1,000                                    別 途 積 立 金 取 崩 額
計

251                                      配 当 金

686                                      

次 期 繰 越 利 益 387                                      

役 員 賞 与 金

自　平成17年４月１日
第97期第96期

48                                       
( 5 )                                    

次 期 繰 越 利 益 553                                      



（重要な会計方針）

(1) 子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
(2) その他有価証券 時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの …… 移動平均法による原価法

時価法によっています。

移動平均法に基づく原価法（一部仕掛品については個別原価法）により評価しています。

(1) 有形固定資産 …… 定率法によっています。
なお、耐用年数は主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

(2) 無形固定資産 …… 定額法によっています。
なお、ソフトウェアについては「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」
に基づいた会社所定の合理的耐用年数（３～５年）によっています。

(3) 長期前払費用 …… 定額法によっています。

(1) 貸倒引当金　
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 従業員賞与引当金　
従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

(3) 製品保証引当金　
無償保証期間中の修理に備えるため、将来発生する修理見積額を計上しています。

(4) 退職給付引当金　
従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。
会計基準変更時差異については10年による按分額を費用処理しています。
過去勤務債務については、当事業年度においてポイント制導入による退職金制度に改定したことにより、
62百万円発生しました。当該債務については発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
(13年)による定額法により按分した額を費用処理しています。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
(13年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

(5) 役員退職慰労引当金　
役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による必要額を引当てています。
なお、平成17年６月に役員報酬制度を改正しており、平成17年７月以降対応分については役員退職
慰労引当金の繰り入れを行なっていません。

６．リース取引の処理方法６．リース取引の処理方法６．リース取引の処理方法６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

７．ヘッジ会計の方法７．ヘッジ会計の方法７．ヘッジ会計の方法７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法　
ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップ取引については、すべて特例処理の要件を満たしているため、
特例処理によっています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 …… 金利スワップ
ヘッジ対象 …… 借入金利息

(3) ヘッジ方針　
デリバティブ取引は、社内決裁権限規程に基づき執行し、経理部内で集中管理して、随時担当役員に
報告しています。
この様な運用により金利スワップ取引を利用して金利変動リスクをヘッジしています。

(4) ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しています。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法３．棚卸資産の評価基準及び評価方法３．棚卸資産の評価基準及び評価方法３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別５

１．有価証券の評価基準及び評価方法１．有価証券の評価基準及び評価方法１．有価証券の評価基準及び評価方法１．有価証券の評価基準及び評価方法

４．固定資産の減価償却の方法４．固定資産の減価償却の方法４．固定資産の減価償却の方法４．固定資産の減価償却の方法

５．引当金の計上基準５．引当金の計上基準５．引当金の計上基準５．引当金の計上基準

２．デリバティブ２．デリバティブ２．デリバティブ２．デリバティブ



会計処理の変更
（固定資産の減損に係る会計基準）
　当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しています。この変更は、「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号　平成15年10月31日）が平成18年3月31日に終了す
る事業年度から適用されることに伴うものです。
　これによる損益に与える影響はありません。

５． リ ー ス 取 引
　当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っていますので記載を省略しています。

６． 有 価 証 券
　前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

７． 税 効 果 会 計

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
（単位：百万円：未満切捨）

第96期 第97期
平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在

繰延税金資産
棚卸資産評価損否認 206                       151                       
貯蔵品否認 228                       476                       
貸倒引当金繰入超過額 1                         14                        
賞与引当金繰入超過額 198                       176                       
退職給付引当金繰入超過額 1,733                     1,890                     
減価償却超過額 47                        41                        
投資有価証券評価損否認 15                        11                        
関係会社株式評価損否認 1,156                     1,041                     
繰越欠損金 331                       181                       
その他 711                       644                       
繰延税金資産小計 4,630                     4,630                     
評価性引当額 △ 4,261                  △ 4,269                  
繰延税金資産合計 369                       361                       
繰延税金負債
退職給付信託設定益 △ 85                     △ 85                     
その他有価証券評価差額金 △ 390                    △ 673                    
繰延税金負債合計 △ 476                    △ 759                    
繰延税金資産の純額 △ 107                    △ 397                    

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
　　重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
第96期 第97期

平成17年３月31日現在 平成18年３月31日現在
法定実効税率 41.0      41.0      
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3      8.8      
寄付金等永久に損金に算入されない項目 8.0      －      
永久に益金に算入されない項目 △ 2.3      △ 63.5      
住民税均等割等 2.1      8.0      
評価性引当額の増減額等 △ 71.2      4.0      
繰越欠損金控除額に与える所得税額控除の影響 －      13.4      
その他 0.5      0.3      
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 18.6      12.0      

個別６
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役員の異動（平成１８年６月２９日付予定） 
 

 役員の異動につきましては、平成１８年６月２９日に予定する第９７回定時株主総会お

よび取締役会において、以下のとおり決定する予定であります。 

 
１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

（１） 新任取締役候補者 

取 締 役  二村
ふたむら

 裕治
ゆ う じ

  （現当社執行役員通信事業本部エリア統括営業

部統括部長） 

 

（２） 新任社外監査役候補者 

監 査 役  津田
つ だ

 啓二
け い じ

  （現日本生命保険相互会社取締役兼広電日生寿

保険有限公司総経理） 

 

（３） 退任予定取締役 

取 締 役  髙橋
たかはし

 佑太郎
ゆうたろう

 （平成１８年６月２９日付で当社顧問に就任 

予定） 

取 締 役  菅原
すがわら

 溥
ひろし

   （平成１８年６月２３日付で福島岩通株式会社

代表取締役社長に就任予定） 

取 締 役  三原
み は ら

 登
のぼる

   （平成１８年６月８日付で東通工業株式会社 

代表取締役社長に就任予定） 

 

（４） 昇格執行役員候補者 

常務執行役員 中山
なかやま

 久男
ひ さ お

  （現当社取締役執行役員ＮＴＴ事業本部長兼 

技術本部長） 

 

（５） 新任執行役員候補者 

執行役員   英
はなぶさ

 政雄
ま さ お

  （現当社経理部長） 

執行役員   土肥
ど い

 昭穂
あ き ほ

  （現福島岩通株式会社専務取締役） 

執行役員   大工原
だいくはら

 博
ひろし

  （現当社総務人事部長） 

執行役員   近藤
こんどう

 恒男
つ ね お

  （現当社コンポーネント事業部長） 

執行役員   三浦
み う ら

 弘
ひろし

   （現当社通信事業本部エリア統括営業部販売促

進部長） 

執行役員   山本
やまもと

 修
おさむ

   （現当社技術本部長付） 
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３．新体制（平成１８年６月２９日付） 

（１） 取締役・監査役 

代表取締役社長     石橋
いしばし

 義之
よしゆき

 

取  締  役     佐藤
さ と う

 信夫
の ぶ お

 

取  締  役     川田
か わ た

 義広
よしひろ

 

取  締  役     中山
なかやま

 久男
ひ さ お

 

取  締  役     二村
ふたむら

 裕治
ゆ う じ

 

監査役（常勤）     盛上
もりがみ

 栄治
え い じ

 

監査役（常勤）     吉村
よしむら

 博人
ひ ろ と

 

監査役（非常勤・社外） 櫛部
く し べ

 吉正
よしまさ

 

監査役（非常勤・社外） 清原
きよはら

 新治
し ん じ

 

監査役（非常勤・社外） 津田
つ だ

 啓二
け い じ

 

 

（２） 執行役員 

社長執行役員      石橋
いしばし

 義之
よしゆき

 

常務執行役員      佐藤
さ と う

 信夫
の ぶ お

 

常務執行役員      川田
か わ た

 義広
よしひろ

 

常務執行役員      中山
なかやま

 久男
ひ さ お

 

執 行 役 員       二村
ふたむら

 裕治
ゆ う じ

 

執 行 役 員             吉本
よしもと

 誠
まこと

 

執 行 役 員       古藤田
こ と う だ

 雅彦
まさひこ

 

執 行 役 員       英
はなぶさ

 政雄
ま さ お

 

執 行 役 員            土肥
ど い

 昭穂
あ き ほ

 

執 行 役 員            大工原
だいくはら

 博
ひろし

 

執 行 役 員            近藤
こんどう

 恒男
つ ね お

 

執 行 役 員            三浦
み う ら

 弘
ひろし

 

執 行 役 員             山本
やまもと

 修
おさむ
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